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１　募集の目的
旧マッケンジー住宅（以下「住宅」という。）は、故ダンカン・Ｊ・マッケンジー、故エミリー・Ｍ・マッケンジー夫妻の旧宅です。平成９年に国の登録有形文化財となり広く一般に公開してきました。
Ｗ．Ｍ．ヴォーリズの設計のもと、昭和15年に竣工したこの建物は、昭和47年に夫人が帰米するに際して静岡市（以下「市」という。）の所有となりました。市内に残る数少ない戦前の洋館の一つとして近代遺産への関心が高まりつつある中、この建物も改めて評価されています。
本事業は、住宅の歴史的・文化的な価値を維持しつつ、周辺市有地も活用して住宅の活用及び地域のにぎわいを創出することを目的としています。
なお、本事業は、住宅と周辺市有地を効率的かつ効果的に活用していただくため、民間事業者等の優れた企画力や経営能力等を活かした事業提案により、契約候補事業者（以下「候補者」という。）を募集、選定するものです。
２　施設の概要
（１）住宅
　　ア　名　　称　　旧マッケンジー住宅
イ　所　　在　　静岡市駿河区高松2852番地
ウ　建築時期　　昭和15年竣工（令和５年度から令和６年度に耐震補強と改修を実施）
エ　区域区分　　第二種風致地区　建ぺい率40％　最高高さ15ｍ　建物の幅80ｍ
　　　　　　　緑化率30％　道路後退２ｍ以上　隣地後退１ｍ以上
　　　　　　　建物間距離高い方の高さの3/4　等
オ　用途地域　　第一種中高層住居地域　容積率150％　北側斜線制限10ｍ＋1:1.25
　　　　　　　日影規制3-2h/4ｍ
カ　建築面積　　300.59㎡（延床面積　563.15㎡）

キ　構　　造　　木造地上２階地下１階建塔屋付・洋瓦葺
ク　各　　室　　地階　　 42.41㎡
１階　　300.59㎡
２階　　210.56㎡
塔屋　　　9.59㎡
ケ　設　　計　　Ｗ．Ｍ．ヴォーリズ（トイレ部分は減築後に増築）
コ　敷地面積　　3,510.47㎡（建築面積と庭を含む）
（２）周辺市有地①
ア　面　　積　　約1,477㎡

イ　区域区分　　上記のとおり
ウ　用途地域　　上記のとおり
（３）周辺市有地②
ア　面　　積　　約2,234㎡

イ　区域区分　　上記のとおり
ウ　用途地域　　第一種住居地域　容積率200％　北側斜線制限10ｍ＋1:1.25
　　　　　　　日影規制4-2.5h/4ｍ
３　住宅の歴史的・文化的な価値
（１）住宅は、故ダンカン・Ｊ・マッケンジー、故エミリー・Ｍ・マッケンジー夫妻の旧宅で、平成９年に国の登録有形文化財に登録されている市所有の歴史的建造物です。市内に残る数少ない戦前の洋館の一つであり、Ｗ．Ｍ．ヴォーリズが設計し、赤い西洋瓦葺の屋根、スタッコ仕上げの荒い白壁、アーチ型の窓等が用いられたスパニッシュスタイルの住宅です。建物内部には、マントルピースや台所のアメリカ製調理器具、水洗式のトイレ、特注品の真鍮製ドアノブ、地下室にボイラーを設置したスチーム暖房などの近代的な設備が当時のままに保存されており価値の高い文化財です。
（２）マッケンジー夫妻は、大正７年５月に米国から来日し、夫のダンカン・Ｊ・マッケンジーが日本茶輸出のパイオニアとして、静岡県特産の茶の輸出振興に尽力されました。一方、妻のエミリーは、夫が亡くなった後も静岡に留まり、私財を投じて社会福祉の向上のために尽くしました。特に恵まれない子どもたちには物心両面に渡って限りない愛情を注ぎ、昭和42年には社会福祉法人エミリーを設立、自ら乳児院経営に当たり、続いて水落保育園を開設して経営するなど、その救済保護に打ち込みました。こうした功績が讃えられて、夫人は、昭和34年10月に静岡市の名誉市民第１号に選ばれました。
４　活用事業の基本方針
（１）住宅の使用に関する基本方針
ア　住宅の歴史的、文化的価値を踏まえ、以下に留意して住宅を使用すること
（ア）国登録有形文化財として外観を維持すること
（イ）建物の内装、設備のほかマッケンジー夫妻が使用した家財道具を維持すること
（ウ）トータルでの価値を考慮して、市指定文化財相当の取扱いをすること
（２）住宅と周辺市有地の活用の基本方針

ア　住宅の活用に関すること
（ア）住宅を含めた周辺エリアの魅力を高める質の高い事業を実施すること
（イ）住宅及び周辺市有地の活用を通じ、その歴史的、文化的価値を情報発信することにより、住宅の活性化に資する事業を実施すること
イ　地域の活性化に資すること
（ア）地域の交流人口の増加と活性化に寄与する活用を図ること
（イ）住宅及び周辺の街づくりとの連携を意識した事業展開を目指すこと
（ウ）借用地の良好な管理及び管理レベルの向上に資する事業展開を目指すこと
ウ　地域の要望を考慮すること
（ア）住宅と周辺市有地の活用に際して地元（大里東学区自治会連合会）から静岡市長宛てに提出された要望書（別紙参照）に記載されている事項を考慮すること
５　募集の概要
「４　保存・活用の基本方針」に基づき事業者の優れた企画力、経営能力等を最大限活かした事業計画等により、住宅及び周辺市有地を活用していただきます。提案に当たっての詳細は、次の「６　活用条件」を参照してください。
６　活用条件

活用に当たっては、市と候補者の間で住宅の庭の一部及び周辺市有地の土地について、普通財産として定期賃貸借契約を締結することになります。
（１）貸付けの範囲
市は、住宅の庭の一部及び周辺市有地の土地の範囲内で事業計画書等に記載された計画に基づき活用する敷地を候補者に貸し付けるものとします。
事業を実施する区域は最低3,800㎡以上、最大5,800㎡まで（図面参照）です。
最終的な事業用地の位置、規模等については、事業者の提案を基に本市と事業者にて協議のうえ決定するものとします。
（２）貸付けの期間

貸付けの期間は、15年以上20年以内の範囲内とします。

（３）土地の貸付条件

ア　契約の形態

（ア）土地の貸付けについては、借地借家法第23条(事業用定期借地権)(期間は10年以上50年未満)に基づく定期借地権を設定するものとします。

（イ）契約期間の終了に当たっては、契約の更新はありません。ただし、市との協議により、再契約することがあります。

（ウ）候補者は市に対して、借地借家法第13条の規定による建物その他土地に付属さ　せたものの買取を請求することはできません。

（エ）契約期間終了時には候補者が敷地上に所有する建築物及び土地の定着物については、すべて撤去したうえで本市に土地を返却いただくこととします。ただし、特別の事情があると認められる場合には、市と候補者との協議によることとします。
イ　制限する事業
（ア）本市の施策遂行上支障となると認められる事業
（イ）公序良俗に反する事業
（ウ）犯罪行為又は犯罪行為に加担することとなるおそれのある事業
（エ）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）が関与し、又は暴力団に便宜を供与するおそれが大きいと認められる事業
（オ）対象となる跡地の周辺住民に係る公共の福祉を著しく害すると認められる事業
（カ）特定の政治活動又は宗教活動の用に供する事業
（キ）前各号のほか跡地の活用として適当でないと認められる事業
ウ　住宅の駐車場
住宅の公開のための駐車場スペースとして乗用車５台分、大型バス１台分を確保すること。当該スペース分の賃料は減額します。

（４）既存建物の取扱いについて

ア　契約の形態

住宅については、その一部を行政財産の目的外使用として使用することが出来ます。その他市が所有する施設(土地を除く。)については、市と候補者との協議により決定します。
イ　既存建物の取扱い

歴史的・文化的に価値のある住宅については、令和５～６年度に耐震補強を含む改修を市が行います。活用に際しては、市と協議の上で以下の点を継承しながら、その風格・趣を損わないよう従前の材質・色調等を踏まえ外観及び内観の主要な意匠を保存するよう努めてください。また、増築を行う場合には、整備する既存建物の外観と調和を図ることとしてください。
（ア）デザイン的価値

赤い西洋瓦葺きの屋根、スタッコ仕上げの荒い白壁、アーチ型の窓など、建物内外に施された装飾は、現代建築には失われた魅力を伝えるものとして評価され、近代建築としての価値を有しています。そうしたデザイン的価値のある意匠的特徴を保存・再生して、住宅を活用してください。
（イ）景観的価値

住宅の周辺市有地に建物を建てる場合には、マッケンジー夫妻が好んだ富士山の見える景観形成の観点を踏まえ、敷地全体のゾーニングやランドスケープ等も視野に入れて建築デザインを行ってください。
（ウ）地域のシンボル的価値

住宅は、地域住民から愛されるシンボル的存在となっています。

周辺市有地等への建物の建築・整備に当たっては、地域住民の要望を考慮した提案を行ってください。
（５）転貸の禁止等

契約期間中は、活用計画に基づく利用に供してください。その期間中の貸付財産については、市が承認した場合を除き、次の事項を禁止します。
ア　第三者への転貸

イ　賃借人の地位の譲渡

ウ　借り受けた土地に対して地上権、担保権その他の使用若しくは収益を目的とする権利の設定

（６）新たな雇用の創出、市内事業者の活用

事業の実施に当たっては、新たな雇用の創出に資するよう努めてください。また、施設の整備・運営等に当たっては、可能な限り静岡市内の事業者を活用するなど、地域経済に貢献するよう努めてください。
（７）事業の報告
候補者は、営業開始から３年経過ごとに、管理・運営状況等について書面で市に報告し、市は評価を行い、支障があると判断した場合、候補者に対して指導・指示を行います。
事業評価の項目は、以下のものを予定しています。

ア　事業提案時の事業趣旨に沿った事業内容が展開されたか

イ　協定書の締結内容に則した事業内容が展開されたか

ウ　施設の維持管理の不備により、第三者に危害を与えることがなかったか

エ　市民サービスの向上、地域の活性化に寄与したか

７　応募に必要な資格等

応募資格を有する者は、本要綱「５　募集の概要」に示す事業を実施する意思があり、定期借地契約の契約者となる法人で、次の（１）から（８）までのいずれにも該当しない者に限ります。

なお、複数の法人による共同提案を妨げるものではありません。共同提案を行う場合は、あらかじめ１法人を代表者と定め、その代表者が応募及び事業に必要な諸手続を行ってください。共同提案を行う場合は、全ての法人について、次の（１）から（８）までのいずれにも該当しない者であることが必要となります。

また、特定目的会社（ＳＰＣ）等の手法を活用し、新たな法人設置を予定している場合は、事前に市との協議を行ってください。
（１）地方自治法施行令第167条の４第１項各号に掲げる者（一般競争入札に係る契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第32条第１項各号に掲げる者）
（２）静岡市暴力団排除条例(以下「排除条例」という。)第２条第１号に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に規定する暴力団員等
※応募資格確認のため、静岡県警察本部に照会する場合があります。
（３）本物件を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団の事務所及び公の秩序又は善良な風俗に反する目的その他社会通念上不適切と認められるものの用に供しようとする者並びにこれらの者の依頼を受けて保有地の貸付契約をしようとする者
（４）代表者、役員又はその使用人が、刑法第96条の６に規定する公契約関係競売等妨害又は第198条に規定する贈賄に違反する容疑があったとして逮捕若しくは送検され、又は逮捕を経ないで公訴を提起された日から２年を経過しない者
（５）法人又はその代表者が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第３条又は第８条第１項第１号に規定する私的独占、不当な取引制限の禁止及び一定の取引分野における競争の実質的制限の禁止に違反するとして、公正取引委員会又は関係機関に認定された日から２年を経過しない者
（６）次に掲げる租税等を滞納している者
ア　法人税
イ　消費税
ウ　市の市税
エ　市の水道料金及び下水道使用料
（７）１法人が、２以上の提案に係る応募事業者又は構成員となることはできません。
（８）その他市が契約の相手方として不適当と判断する者

８　応募手続

（１）応募方法

ア　提出書類及び提出部数

「提出書類一覧」(別紙３)のとおり

※紙媒体で10部としているものは、正本１部、副本９部とします。

※紙媒体とは別に電子媒体で１部提出してください。電子媒体の種類はＣＤ又はＤＶＤとし、データはＰＤＦとしてください。

※提出書類は、できるだけ簡潔でわかりやすいものとしてください。

イ　提出期間
令和６年１月16日（火）から令和６年２月２日（金）まで
受付時間は、午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。）
ウ　提出方法
持参に限ります。
※提出書類の確認等を行う必要がありますので、来庁される際は、事前に御連絡をお願いします。
エ　提出先
静岡市葵区追手町５番１号（静岡市役所　新館16階）
観光交流文化局文化財課
（２）提出書類の取扱い
ア　無償使用
市は、本物件において公表等が必要な場合には、提出書類の内容を許可なく無償で使用できるものとします。
なお、提出書類は、理由の如何に関わらず返却しないものとします。
イ　提出書類の変更等の禁止
提出書類については、市が特に必要と認めた場合以外は、変更、差替え、再提出を認めないこととします。
（３）費用の負担
応募に関する費用は、すべて応募者の負担とします。
（４）質疑及び回答
ア　質疑者の資格
本要項中「７　応募資格」を満たす者とします。
イ　質疑の方法
質疑の要旨を簡潔にまとめ、電子メールで送信してください。
ウ　受付期間及び送信先
（ア）受付期間
１回目：令和５年11月15日（水）～11月24日（金）
２回目：令和５年12月18日（月）～12月26日（火）
（イ）送信先
電子メールアドレスbunkazai@city.shizuoka.lg.jp
静岡市役所観光交流文化局文化財課
エ　回答
次に掲げる日までに静岡市役所観光交流文化局文化財課のホームページ（以下　　「ホームページ」という。）に掲載しますので、必ず確認してください。
回答は、本要項と一体のものとして、要項と同等の効力を有するものとします。
ただし、やむを得ない事情により回答が遅れる場合は、その旨をホームページに掲載します。
１回目：令和５年12月１日（金）
２回目：令和６年１月10日（水）
（５）現地見学の実施

現地見学については、土・日・祝日を除き、随時、受け付けておりますので、現地見学を希望する場合は、電話にて申込みを行ってください。調整のうえ、実施を決定します。
※参加申込みがない場合は、現地見学をすることはできません。

連絡先：静岡市役所観光交流文化局文化財課　担当　望月
電話054-221-1066
（６）現地測量の実施

ア　実施期間

月、水、金曜日（午前９時から午後５時まで）
イ　開催場所

静岡市駿河区高松2852番地（旧マッケンジー住宅）
ウ　参加申込み

希望日の３営業日前までに、電話にて申込みを行ってください。調整のうえ実施日を決定しますので、実施日までにメール又はFAXにて現地測量実施申込書（様式:別紙１)を提出してください。

※参加申込みがない場合は、現地測量をすることはできません。

連絡先：静岡市役所観光交流文化局文化財課　担当　望月
電話054-221-1066
FAX O54-221-1451
電子メールアドレスbunkazai@city.shizuoka.lg.jp
９　契約候補事業者の選定方法

公募型プロポーザル方式により候補者を選定します。
（１）事業計画の審査

応募者から提出された書類とプレゼンテーションをもとに、「審査項目及び審査基準」（別紙４）に基づいて事業計画の審査を行います。
ア　選定会では、「審査項目及び審査基準」に基づき、各審査項目について０点から10点までの11段階評価を行い、各審査項目の評価点(０～10点)を算定します。次に、各審査項目の評価点に、各審査項目の重要度に応じて設定した係数(１～３)を乗じて、各審査項目の得点を算出します。
イ　プレゼンテーションの日時及び場所については、別途市が指定します。

ウ　これらの得点の合計をもって、応募者の得点とします。
（２）審査結果の通知及び候補者の決定等

審査の結果、最高の得点(ただし全ての審査員の得点が60点以上)を獲得した者を候補者とします。応募者が１者の場合でも、全ての審査員の得点が60点以上で候補者として適当と認められる場合には、その者を候補者とします。

なお、審査の結果、審査合格者なしとする場合があります。

市は、審査結果の決定後、速やかに応募者全員に審査結果を通知するとともに、一連の審査の結果の概要(審査結果、応募事業者数、候補者名)をホームページで公表します。
10　契約候補事業者の選定後の手続

（１）基本協定書の締結

候補者となった者と市との間で、おおむね次の事項を記載した基本協定書を締結します。

ア　候補者は、貸付契約の締結までの手続において独占的に市との協議に参加することができる。
イ　候補者は、市との事前協議において合意を得たときは、合意内容の履行を条件として契約の相手方となる。

ウ　候補者は、具体的な活用の計画案の提示、必要な資料の調製、プレゼンテーションの実施その他の合意を得るために必要な作業を自らの負担により行わなければならない。

エ　次に掲げる場合は、基本協定は破棄される。

（ア）あらかじめ設定した期限までに、貸付契約の内容について合意を得られなかったとき、又は市若しくは候補者が合意を得る見込みがないと判断するとき。
（イ）候補者又は市の都合により、活用の手続が継続できないこととなったとき。

（ウ）基本協定の破棄について、市と候補者が合意したとき。
（エ）候補者が本要綱「７　応募資格」（１）から（８）に規定する要件に該当する等、プロポーザルの手続において定める資格を失ったと認められるとき。
（オ）その他止むを得ない事由が発生したとき。
※基本協定を破棄したときは、候補者選定手続において、破棄された基本協定に係る候補者の次に評価の高かった者を候補者とすることがあります。この場合においては、新たな基本協定を締結し、改めて事前協議を開始することとします。当該新たな基本協定が破棄されたときも同様とします。
オ　その他手続に必要な事項
（２）事前協議への参加及び合意形成

基本協定書に基づき、おおむね次の事項について市と候補者の間で具体的な提案をもとに意見を調整し、具体的な事業計画等を策定するため、合意形成に向けて必要な資料の作成、説明、交渉等を行っていただくこととします。
ア　施設建築・整備の内容及び工事等の施工の方法
イ　事業の運営の内容
ウ　地域住民の要望事項の具体化の方法、内容
エ　スケジュール
※候補者の他に関係者がある場合は、必要に応じ、事前協議への参加を求めることがあります。

※事前協議では、市のほか、必要に応じて学識経験者、地域住民の代表等の他の者の意見聴取等を行うことがあります。
（３）契約金額の決定

契約金額は、静岡市財産管理規則第33条に基づき算出した額、または候補者からの希望価格がこれを上回った場合には希望価格で決定します。

（４）契約締結

計画の内容、契約金額等の契約の内容について市との間で合意に達したときは、速やかに契約(定期借地権設定合意書を含む。)を締結します。
※候補者の他に関係者がある場合は、市、候補者、及び関係者との間で覚書等を締結し、運営の条件等を約定することとします。
11　貸付契約等に係る事項

（１）費用の負担

施設建築・整備、事業実施、施設運営等に係る一切の経費は、候補者の負担とします。

（２）担保

候補者は、貸付契約の締結後、貸し付けた財産に数量の不足その他の隠れたのあることを発見しても、貸付料の返還若しくは減免又は損害賠償の請求をすることができないものとします。
（３）引渡し

市は、契約締結後に保証金の納入を確認したうえで貸付財産の引渡しを行います。

（４）契約解除

市は、次に掲げる事由に該当する場合は、催告その他の手続を経ることなく直ちに契約を解除し、違約金(貸付料１年分相当額)を請求することができるものとします。この場合において、市に違約金を超える損害が生じたときは、その損害の賠償を候補者に請求できるものとします。

なお、既納の貸付料及び保証金があるときは、当該貸付料及び保証金をこれに充当するものとします。
ア　期限までに保証金が納入されないとき。

イ　候補者が、正当な理由なく貸付料の支払いを３月以上滞納したとき。

ウ　事前協議で合意した活用計画の全部又は一部について、市の文書による承諾なしに変更し、又は正当な理由なしに計画に定めた期日から６月を超えても実施しないとき。

エ　契約の手続において提出した書類又はヒアリングにおける説明に虚偽又は重大な　誤りのあったことが判明したとき。
オ　本要綱「７　応募資格」に規定する資格を満たさないこととなったとき。
カ　その他契約に定める重要な義務に違反したとき。

※契約解除時に候補者が敷地上に所有する建築物及び土地の定着物については、すべて撤去したうえで市に土地を返却いただくこととします。ただし、特別の事情があると認められる場合には、市と候補者との協議によることとします。

12　貸付料及び保証金

（１）貸付料

貸付けは有償です。

ア　貸付料の額の決定

貸付料の額は、原則、静岡市財産管理規則第33条に基づき算出した１㎡当たりの　単価に候補者の提案した活用面積を乗じた価格を最低価格とします。
（ア）令和５年度単価
　　1,476円/㎡（年額）
（イ）貸付希望価格

前述（ア）を最低単価として、様式３により貸付希望価格（年額）を提案してください。

イ　貸付料の改定

貸付料は、契約年度から３年ごと改定するものとします。
ウ　支払い時期等

貸付料の支払いは、原則、年額を一括とします。

なお、貸付料の支払い義務は引渡しの日から発生するものとし、引渡しの日から当該年度の末日までの貸付料の額は、その期間の日数に応じ、年額を日割りして計算した額とします。
（２）保証金

候補者は、契約の締結に当たって定めた貸付料の２年分に相当する額の保証金(以下「貸付料相当保証金」という。)を支払わなければなりません。
ア　貸付料相当保証金の額の改定

貸付料が、改定により当初の額の２倍以上の金額となったときは、貸付料相当保証金について、２倍以上となった年の額と既納の額との差額に相当する額の追加の貸付料相当保証金を支払っていただきます。貸付料が、更に２倍となったときも同様とします。

なお、改定により貸付料が低下した場合、貸付料相当保証金の返還は行いません。

イ　充当のあった場合の保証金の追加支払い

保証金の全部又は一部を金銭債務へ充当した場合において、これらの事由の生じた年の貸付料により積算した貸付料相当保証金の額が既納の保証金の充当後の残余の額を上回ったときは、その差額に相当する保証金を支払っていただきます。

ウ　保証金の返還

契約期間が満了したとき又は市が契約を解除したときは、土地の明渡しの完了を確認したうえで保証金を返還します。なお、原状回復の可否については、市と候補者で協議するものとします。

市が保証金を返還する場合において、候補者に、貸付契約に基づく本市への金銭債務があるときは、市は、当該金銭債務の弁済に保証金を充当することができ、候補者はこれに異議を申し立てることができないものとします。

なお、返還する保証金には利息を付しません。

（３）敷地面積の訂正による貸付料等の変更

住宅の周辺市有地の一部については、敷地境界の明示が終了しておらず、現在、作業を行っています。したがって、本要綱「２　施設の概要」に記載した面積は、登記簿に記載している面積または概算による面積であり、境界明示終了後、実測値に訂正します。

ア　貸付料の取扱い

敷地面積の訂正があった場合の貸付料等の取扱いについては、訂正の時期に応じ、それぞれ次に掲げるとおりとします。

（ア）契約締結前に訂正を終えていたときは、訂正後の面積をもとに貸付料を算出します。
（イ）契約締結時に訂正を終えていないときは、本要綱「２　施設の概要」に記載した面積をもとに算出した価格で契約を締結し、訂正後の面積に応じた貸付料を算出します。

イ　訂正により既納の貸付料との差額が生じた場合の取扱い

契約締結後に訂正があり、かつ、すでに保証金、貸付料の納付があった場合において、訂正後の価格を訂正前の契約価格で除した数が、１を超えたときは、次回の貸付料の納入時に、新たな貸付料に当該差額分を加えた額を納入していただきます。

13　その他

（１）候補者の取消し

貸付契約の締結までの間に、市の承諾を得ず計画の主要な部分を変更するなど本要項に違反その他候補者として著しく不適当と認められる事情が生じたときは、候補者の決定を取り消すことがあります。

なお、この場合、市に対する損害賠償の請求、その他一切の請求は認めません。

14　スケジュール(予定)
	募集要項の配布
	令和５年11月１日（水）～

	質疑の受付期間①
	令和５年11月15日（水）～令和５年11月24日（金）

	質疑の受付期間②
	令和５年12月18日（月）～令和５年12月26日（火）

	応募書類の受付期間
	令和６年１月16日（火）～令和６年２月２日（金）

	プレゼンテーション
	令和６年２月20日（火）

	貸付契約の締結等
	令和６年９月


15　問合せ先
静岡市観光交流文化局文化財課
静岡市葵区追手町５番１号　静岡市役所新館16階

電話：054-221-1066
FAX ：054-221-1451
※なお、下記の静岡市のホームページから募集要項をダウンロードすることができます。

　　https://www.city.shizuoka.lg.jp/701_000001_00340.html

